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基本的方向１：社会全体で教育の向上に取り組む



放課後子ども教室推進事業学校支援地域本部事業（拡充）

【補助率】 市町村 １／３都道府県 １／３国 １／３

【要求箇所数】Ｈ２０:15,000箇所 → Ｈ２１:15,000箇所

【新規】（本省経費・委託費）

知識・経験を有する有識者等を「放課後子どもプ
ラン推進アドバイザー」として登録し、市町村への助
言等を行い課題解消を図り、事業実施を促す。
また、都道府県・民間団体が連携し、未実施市町

村などでのモデル的な放課後対策事業を展開するこ
とにより、その促進を図る。

【縮減】平成２０年度の実施状況に対応して、年間開催日数や
備品費の箇所数の見直しにより、補助金を縮減

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動
拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子どもた
ちに学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交
流活動等の機会を提供する取組を推進。

社会全体の教育力の向上

【平成19年度創設】【平成20年度創設】

地域住民がボランティアとして学校教育を支援する体制づく
りを進めることにより、学校教育の充実、多様化や、教員の負
担軽減、生涯学習の成果を生かす場づくり（生きがいづくり）や
地域の教育力の向上（学校を核とした地域づくり）を図る。

【要求箇所数】Ｈ20：1,800箇所→Ｈ21：3,600箇所

学校支援
ボランティア

地域教育協議会

学校支援地域本部 学 校

支援活動

地域コーディネーター
協力依頼

校 長

校長の方針のもとに学校運営

窓口
（教頭等）調整

教 員

「社会教育法等の一部を改正する法律」の成立を契機とした、社会全体の教育力の向上

○地域ぐるみで学校を支援し子どもたちをはぐくむ活動の推進

○放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
教育振興
基本計画

6,378百万円( 5,040百万円） 6,910百万円( 7,765百万円）

各市町村に少なくとも1本部以上設置

各市町村において普及し、全国的な普及を目指す

（1本部あたりの運営経費の縮減）

20年度予算額 12,806百万円
21年度要求額 13,288百万円

２



家 庭 の 教 育 力 の 向 上

教育振興基本計画
【施策】子育てに関する学習機会の提供など家庭の教育力の向上に向けた総合的な取組の推進

子育て経験者、民生委員や保健師などの専門家が連携し、チームを構成し支援するなど、身近な地域において
きめ細かな家庭教育支援が実施されるよう促す。

背 景背 景

①地域における家庭教育支援基盤形成事業（拡充）
～すべての親へのきめ細かな家庭教育支援手法の開発～

施 策施 策

事業内容：身近な地域においてきめ細かな家庭教育支援を行うための基盤形成を促進（モデル事業）

②子どもの生活習慣づくり支援事業（新規）

地域において行われている家庭教育支援事業の活性化による一層の充実

◇家庭教育支援チームの設置等（４７×６＝２８２地域） ※子育て経験者、民生委員や保健師等により構成
・家庭教育や子育てに関する情報提供、相談対応 ・多くの親が参加する機会を活用した学習機会の提供
・企業や団体等へ出向いて家庭教育講座の実施 ・訪問やＩＴ活用などにより状況に応じた支援

事業内容：普及モデルを活用した実践及びその検証（モデル事業）

平成２１年度平成２１年度 チームの充実のため、メンター（助言者）を追加配置

子どもの生活習慣づくりを支援するため「早寝早起き朝ごはん」国民運動を推進し、子どもの生活
リズム向上のため、調査研究３年間の成果をもとに普及モデルの検証を実施

平成２１年度平成２１年度

21年度要求額 ４７８百万円（新規）

21年度要求額 １，４４１百万円（１，１５３百万円）

20年度予算額 １，４８５百万円
21年度要求額 １，９９５百万円
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発達段階に応じたキャリア教育総合支援事業

児童生徒が勤労観・職業観を身に付け、主体的に進路を選択・決定できるようにするため、発達段階を通じた組織的・系統的な

キャリア教育を効果的・効率的に実施すること

目的

（キャリア教育実践プロジェクト（Ｈ１７～Ｈ２０）を通して）
・小中連携による重複指導の回避、一貫したプログラムの開発 ・職場体験受入先の開拓・負担軽減 ・教員の理解促進
・外部人材の活用 ・地域（保護者・住民・事業所等）に対して協力を促す効果的な広報活動
・産業構造や地理的制約（例：離島・山間部等のへき地）等の地域の事情を踏まえた対応策
・職場体験の教育効果を高めるための工夫策 ・教員の負担軽減のための教材開発

等

課題

キャリア教育地域モデル
１２県（３６地域（Ａ・Ｂ・Ｃタイプ））

Ａタイプ
・大都市型（人口２０万人以上）
・指定校：小学校（１～２校）

中学校（１～２校）
・課題

・小中連携
・教材開発 等

Ｂタイプ
・中都市型（人口３～２０万人）

・指定校：小学校（１～２校）
中学校（１～２校）

・課題
・外部人材の活用
・産業構造等の地域事情を踏まえた
対応策 等

Ｃタイプ
・小都市型（人口３万人未満）

・指定校：小学校（１～２校）

中学校（１～２校）

・課題
・職場体験受入先開拓
・地域に対する効果的な

広報活動 等

高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究 （２１年度要求額：１０１百万円）

①高等学校段階におけるキャリア教育の充実 ③卒業者及び中退者への支援方策の在り方②外部の専門的な人材の配置及びその活用方法

解決策
模索・提示・普及
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いつでもどこでも学べる環境の整備

◆地域が抱える課題を解決するために、社会教育施設など様々な機
関・団体によるコンソーシアムが実践する優れた社会教育の取組を重
点的に推進し、全国的な普及を図る。
○社会教育重点推進プログラム （２４箇所）

小中高等学校等における地上デジタルテレビ

◆平成２３年７月の地上デジタル放送の完全移行に伴い、対応が困難
と考えられる小中高等学校等について、地上デジタルテレビを整備する
ために必要な経費の一部を補助する。
○整備内容 ○補助率 １／２

・アンテナ工事費
・デジタルテレビ整備費
・デジタルチューナー購入費

【教育振興基本計画】 改正教育基本法第３条（生涯学習の理念）の規定を踏まえ、だれもが生涯を通じて学び、自己の内面を
磨くとともに、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習すること
ができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の構築を目指し、情報通信技術も活用しつつ、必要な環境を整備する。

１．図書館機能を活用した「地域の知の拠点」づくり推進事業
◆ 図書館の未設置市町村など図書館サービスの遅れている地域の

サービスの充実に関する実践研究や、先進的取組等の調査研究を行
うことにより、図書館機能を活用した「地域の知の拠点」づくりを推進す
る。
○図書館サービスの充実を図る実践研究 （２０箇所）
○調査研究（図書館の評価を含む）（３箇所）

２．地域で輝く博物館連携推進事業
◆広域的な地域連携や館種を超えたネットワークを構築し、博物館機
能の高度化を推進するとともに、内外の博物館の実態や先進的取組
等の調査を行う。
○ネットワーク構築推進事業 （２４箇所）
○調査研究（博物館の評価を含む） （３箇所）

◆地球温暖化対策のための市町村における総合的な取組の実践プ
ログラムの開発と実施により環境教育の推進を図る。
○ 環境教育総合プログラム開発事業 （４７箇所）

◆若者等を対象に、専修学校の持つ職業教育機能を活用した実践型
教育プログラムを実施し、多様な学習機会の提供と高度職業専門人
の育成を図り、就業能力の向上を図る取組を推進する。
○若者（フリーター・ニート）対象 （３２箇所）
○社会人対象 （１６箇所）
○女性対象 （３２箇所）

○図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活動支援 ○社会的課題に対応するための学習機会の提供等

○「学び直し」の機会の提供等

○学校等における地上デジタルテレビ放送の整備

いつでもどこでも学べる環境の一層の醸成

２１年度要求額 ９，１４８百万円

７，５００百万円

地域の知の拠点・ネットワーク推進事業【新規】
２８０百万円

優れた社会教育重点推進プラン【新規】
２２０百万円

環境教育総合プログラム開発事業【新規】
４８９百万円

専修学校を活用した就業能力向上支援事業【新規】
６５９百万円

の整備に係る補助事業【新規】
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基本的方向２：個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人
として、社会の一員として生きる基盤
を育てる



新学習指導要領の理念の実現

新学習指導要領の周知新学習指導要領の周知

平成21年度要求額 389,133千円（前年度予算額 398,358千円）

○平成20年３月に改訂した小・中学校の新学習指導要領について、すべての学校での円滑な実施を図るため、その趣旨・内容を徹底する

とともに、平成21年度からの移行期間中に学校現場での実践を通して明らかになった教育課程編成上の課題の解消や優れた実践の共

有等を図る必要がある。

○平成20年内に改訂を行う予定の高等学校及び特別支援学校の新学習指導要領について、改訂の趣旨や内容の周知を図る必要がある。

○このため、平成21年度は、新教育課程説明会の開催、高等学校学習指導要領解説書、特別支援教育指導資料の作成、オンライン学習

指導要領の作成・充実等を図るとともに、平成20年度から実施してきた周知・広報活動の成果について検証し、その改善等を図るための

調査研究を行う。

【趣旨】

【事業概要】

地方説明会
・説明主体：文部科
学省、中央説明会受
講者

・説明対象：各市町
村指導主事、各学校
の校長・教諭等

・64都道府県・指定

都市で実施（小・中・
高等学校、特別支援

学校別に開催）

新教育課程

公開説明会
・説明主体：文部科
学省、中央教育審議
会委員

・説明対象：保護者、
地域住民等

・47都道府県で実施

新教育課程説明会の開催

学習指導要領の改訂を踏まえ、教育委員会担当者
や学校教職員、保護者等に対して、改訂の趣旨や理
念、変更点等を説明する新教育課程説明会を開催

中央説明会
・説明主体：文部科
学省

・説明対象：各都道
府県教育委員会指
導主事等

・高等学校・特別支
援学校３ブロック、
小・中１ブロックで開
催

学習指導要領解説書等

高等学校学習指導
要領の各教科等ごと
にその内容等をわか
りやすく説明した解
説書や特別支援教
育指導資料を作成

オンライン学習指導要領

学習するテーマに関
連した各教科等の学
習指導要領の記述が
検索・一覧できる「オ
ンライン学習指導要
領」を作成・充実

新学習指導要領
普及調査研究

平成20年度から実施した

周知・広報活動を踏まえ、
各教育委員会、学校、保
護者等に新学習指導要
領の趣旨や内容がどの
程度普及しているか、ど
のように評価されている
かなどを調査し、今後の
新学習指導要領の着実
な実施に資する資料を収
集するとともに、各教育
委員会等での趣旨徹底
の取組に資する資料を
提供する。

周
知
・広
報
活
動
の
検
証
・
改
善
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新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教材の作成・配布事業

新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追加される算数・数学、理科について、
教科書に準拠した補助教材を作成し児童生徒等に配布

【補助教材の必要性】

・算数・数学、理科について、新学習指導要領への移行期間中に

現行学習指導要領に追加して指導する内容は、現在児童生徒

が用いている教科書には含まれていないため、それを補完する

教材の措置が必要。

・教員の指導のしやすさ、児童生徒の使いやすさの観点から、現

在、児童生徒が使用している教科書に準拠した補助教材を、教

科書発行者に依頼し作成。

・補助教材に記載すべき内容が年度毎に異なるため、それぞれの

年度ごとに補助教材を作成し、配布。

作成形式：各教科書別に作成

配布対象：移行期間中に算数・数学、理科で

指導内容が追加される学年（下表）

のすべての児童生徒・担任教師等

【参考】
〔教育振興基本計画（平成20年7月）〕（抄）

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策
（４）特に重点的に取り組む事項

確かな学力の保証
○新学習指導要領の実施
（略）
授業時数や指導内容を増加する新学習指導要領の円滑な

実施を図るために、教職員定数の在り方、算数・数学、理科
に係る先行実施のための補助教材の作成・配布などの教育
を支える条件整備について検討する。

※ 同様の記述が「（3）基本的方向ごとの施策」にも記述。

【作成・配布のスケジュール（予定）】

20年10月 21年度用補助教材編集開始

20年12月 点字・拡大版編集開始

21年１月 21年度用補助教材原稿決定・印刷開始

22年度用補助教材編集開始

21年３月中 21年度用補助教材を各学校に送付

22年度用補助教材原稿決定

21年４月～ 各学校において21年度用教材を用いた指導開始

21年度中 22年度用補助教材印刷・送付（概算要求中）

小３～６

中１・３

小１～６

中１

平成21年度用

平成22年度用 小３～６

中１～３

小１～６

中１・３

理科算数・数学

平成20年度補正予算額 1,316,691千円 平成21年度要求額 2,512,200千円
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【調査の目的】

全 国 的 な 学 力 調 査 の 実 施

平成21年度概算要求 6,251百万円（5,969百万円）

実施時期：平成２１年４月２１日（火）

対 象 者 ：小学第６学年，中学第３学年の全児童生徒

を対象（約230万人）

対象教科：国語，算数・数学

※生活習慣・学習環境等も調査

国が，全国的な義務教育
の機会均等と水準向上の
ため，児童生徒の学力・
学習状況を把握・分析し，
教育の結果を検証し，改
善を図る

各教育委員会，学校等が，
全国的な状況との関係に
おいて自らの教育の結果
を把握し，改善を図るとと
もに，継続的な検証改善
サイクルの確立を図る。

各学校が，児童生徒一人
ひとりの学力・学習状況を
把握し，教育指導や学習
の改善等に役立てる

全国学力・学習状況調査の実施 5,925百万円

義務教育の質の保証のための義務教育の質の保証のための
客観的データを確保客観的データを確保

全国的な課題の解決に資するため、調査結果を活用したアクションプランに基づき、
教育施策等を推進し、地域として改善に取り組む実践研究を新たに実施し、その成
果から地域の改善モデルの普及を図る（１０地域）

学力調査活用アクションプラン推進事業 201百万円

※左記、概算要求額には、国立教育政策研究所分の要求額

989百万円 を含む。

学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究 125百万円
国の教育施策等の一層の改善を図るため、大学等の研究機関の専門的な知見を
活用し、悉皆調査の利点を活かした高度な分析・検証に関する調査研究を新たに
実施（５箇所）

その他、学力向上支援事業（347百万円）の一環として、学校における改善の取組事例の収

集等を図る。 ９



○「教育振興基本計画」（平成２０年７月１日 閣議決定）
「指導方法・指導体制等に関する研究や教材の作成などに総合的に取り組む。特に教材については、学習指導要領の趣旨を
踏まえた適切な教材が教科書に準じたものとして十分に活用されるよう、国庫補助制度等の有効な方策を検討する。」

道徳教育の総合的推進

道徳教育の推進方策に関する
全国協議会を開催。

指導方法・指導体制等に関する研究 道徳教育用教材の充実 道徳教育に関する指導者の養成

※独立行政法人教員研修センター
で実施。

（中期計画上の計画人数）
対象：都道府県等教育委員会

の指導主事等
中 央：220名
地区別：660名

「心のノート」活用推進事業

道徳教育推進協議会
道徳教育指導者養成研修

道徳教育に関し、各地域にお
いて研修の講師等としての活
動や各学校への指導・助言
等を行う指導者を養成するた
めの研修を実施。

道徳教育実践研究事業

①指導内容や指導方法、
②指導体制、
③校種間連携等に関する
調査研究を実施。

新学習指導要領に対応した
「心のノート」及び教師用資
料の配付を行う。

平成21年度予算額 4,734百万円（658百万円）

道徳教育用教材費補助

学習指導要領の趣旨を踏まえ
た適切な教材が教科書に準じ
たものとして十分に活用される
よう国庫補助制度を創設する。

新学習指導要領の趣旨を踏まえた
魅力的な道徳教材の在り方につい
て調査研究を実施。

道徳の指導における魅力的な教材
の在り方に関する実践的調査研究
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文部科学省

調査結果の提供

集計・分析

集計・分析結果の
フィードバック

目 的

実施内容

成果の活用

国が全国的な状況を把握・分析し、

施策の成果と課題の検証、改善へ

の活用

学校における体育・健康に関す

る指導などの改善への活用

学 校

各教育委員会による子どもの

体力向上施策への活用

○小学校5年生、中学校2年生
の全児童生徒を対象

○国全体、各都道府県、地域の規模別
の調査結果を公表

○都道府県、市町村、学校、児童生徒
に各々の調査結果を提供

○実技調査（新体力テストと同項目）
○児童生徒に対する質問紙調査（生活

習慣・食習慣・運動習慣）
○学校に対する質問紙調査

◆ 国、教育委員会、学校が子どもの体力の状況等について詳細に把握・分析し、施策の検証、
改善に活用する。

◆ 体力と生活習慣、食習慣、運動習慣の関係を分析し、学校等における指導の改善に役立てる。

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
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豊かな人間性や社会性をはぐくむ体験活動の推進

平成２１年度概算要求額 １，１４６百万円（１，０１２百万円）

児童生徒の社会性や豊かな人間性を育むためには、成長段階に応じて、社会奉仕体験活動や自然体験活動をはじめ様々な体験
活動を行うことが極めて有意義である。

このため、指定校において、他校のモデルとなる様々な体験活動を計画的・体系的に推進し、その成果を全国に普及すること
で、体験活動の円滑な展開に資する。

○ 豊かな体験活動推進事業
（１）児童生徒の輝く心育成事業 ～ふれあい応援プロジェクト～ ６地域×１校 ６校

各都道府県の小・中学校を指定し、世代間交流や動植物の育成を通じて、感性を育み、命の大切さを学ばせる
体験活動プログラムについて調査研究を実施。

（２）高校生の社会奉仕活動推進校 ６地域×１校 ６校
各都道府県の高等学校を指定し、社会奉仕活動のプログラムについて調査研究を実施。

（３）自然の中での長期宿泊体験事業
①農山漁村におけるふるさと生活体験推進校 ４７地域×９校 ４２３校

農林水産省と連携してモデル地区を指定し、学校と受入地区を同時に支援することにより、農山漁村における
生活体験活動を推進。

②学校教育における人間力向上のための長期宿泊体験活動推進プロジェクト
～仲間と学ぶ宿泊体験教室～ ６地域×１校 ６校

学校教育における自然の中での長期宿泊活動を通じて、児童生徒の意欲のある学習態度や集団の一員として
の態度など、「人間力」の基礎の戦略的な育成を支援する。

調査研究の支援、研究成果の普及

（５）ブロック交流会 ６地域

地域ごとにブロック交流会を開催し、指定校における取組に
ついて事例発表や協議、情報交換等を行い、域内の学校に
おける体験活動の充実や推進を図る。

（４）体験活動推進協議会 ４７地域

各都道府県において、さまざまな体験活動を推進し
ていく上での課題や成果について議論を行ったり、好
事例の収集、各学校への情報提供や取組の普及を
図る協議会を立ち上げる。 １２



教職員定数の改善等～平成21年度概算要求

1．教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり

【 教職員定数の改善】

【予算による非常勤講師】

２．新学習指導要領の円滑な実施のための指導体制整備

【予算による非常勤講師】

計 １１,５００人
〈週40時間換算〉

（１５２億円）

②小・中学校の基本３教科における２０人程度の ４,０３１人
①小学校の先行実施に伴う授業時数の増への対応 ７,４６９人

の増への対応

○新学習指導要領の円滑な実施のための非常勤講師配置事業

※１／３補助金

少人数指導について、先行実施に伴う授業時数

－サポート先生の配置－

○退職教員等外部人材活用事業の拡充

7,000人 → １０,５００人
〈週１２時間換算〉

（４３億円）

H20 H21 

※１／３補助金

※ 行革推進法の範囲内で改善

③特別支援教育の充実 ４３４人

②教員の事務負担の軽減(事務職員定数の充実) ７３人

①主幹教諭によるマネジメント機能の強化 ８９６人

④外国人児童生徒への日本語指導の充実 ５０人

⑤食育の充実(栄養教諭定数の充実) ４７人

定数改善数 計 １,５００人
（３５億円）

３５２人
３５人
４７人

○小・中学校の通級指導の充実
○特別支援学校のセンター的機能の充実
○養護教諭
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【解決の手段①】
① 免許状更新講習を開設する大学に対し支援することで、更新講習を量的・質的に確保する。
② 山間地離島へき地で更新講習を開設する大学に対し支援することで、受講機会の機会均等

を図る。

③ 特殊要因の教科・科目に対応した更新講習を開設する大学に対し支援することで、対象人数
が少数の教員の受講機会を確保する。

免許状更新講習開設事業費等補助

平成21年度要求額 ４，６５８百万円
【背景・前提】
○ 教員免許更新制が平成２１年４月からスタート
○ すべての現職教員が教員免許更新講習を受講・修了する義務が課せられる。
○ 大学等は更新講習の開設者として想定されている。
【課題】
○ 更新講習の開設は、受講者数が不透明など、採算性に乏しい。
○ 大学等の自主的な取組に委ねると、各学校種、教科等に対応した十分な更新講習を確保することは困難。
○ 山間地離島などのへき地においても円滑に更新講習を受講できることが必要。
○ 特別支援教育をはじめとした対象人数が少数の教科・科目に対応した更新講習も開設が必要。
○ 学校現場における教育課題に対応した更新講習の研究開発のためのファンドがない。

【解決の手法②】

○ 学校が抱える諸課題に対応できる更新講習のプログラム開発を行う
大学に対して支援することで、更新講習内容の質的向上を図る。

全国的又は地域的な教育課題等を的確に把握し、解決のために役立つプログラムの研究開発

プログラムの内容

大学・短期大学

・更新講習開設大学（拠点地実施）に対する補助

教員免許更新講習開設事業費補助

・山間地離島へき地での更新講習開設大学に対する補助
・特殊要因教科・科目に対応する更新講習開設大学に対する補助

山間地離島へき地等更新講習開設事業費補助

指定教員養成機関 独立行政法人、公益法人等
（研修事業を主たる業務としている機関）

○学校をとりまく最新の教育事情について講習を受講
○それぞれの抱える課題に応じて講習を受講

○学校をとりまく最新の教育事情について講習を受講
○それぞれの抱える課題に応じて講習を受講 最新の知識技能の刷新最新の知識技能の刷新

～多様で質の高い免許状更新講習の開設による教員の指導力や専門性の向上を目指す～
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幼稚園・保育所の枠組みを超えた総合的な支援を行うことにより認定こども園の緊急整備を

図る

（１）認定こども園施設整備費等補助金 ６，０７５百万円

幼保連携型への移行を促進するために必要な施設整備費等を支援

（２）認定こども園事業費補助金 ４，２４１百万円

①幼稚園型、保育所型の認可外部分（保育所機能、幼稚園機能）への事業費を支援

②事務職員、会計用パソコン・ソフト経費等を支援

認定こども園幼保連携型移行・設置促進事業
～幼保の枠組みを超えた新たな支援～

要求額 １０，３１６百万円（文部科学省、厚生労働省計上分）

認定こども園の類型と従来の財政措置認定こども園の類型と従来の財政措置

〔類型〕

幼稚園と保育所
の補助の組合せ

幼稚園の
補助制度

保育所の
補助制度

（一般財源）

地域のニーズに応じた選択

幼稚園機能
＋

保育所機能

幼稚園 保育所機能

保育所幼稚園機能

幼保連携型 幼稚園 保育所

幼稚園型

保育所型

地方裁量型

幼保の枠組みを超えた新たな施設

整備費等補助（従来の幼・保それぞれ
への補助を転換）

保育所機能又は幼稚園機能に対する
新たな事業費補助

保育所機能又は幼稚園機能に対する
新たな施設整備費等補助

新たな財政支援

■

■

■

■

■

■

■

■

２２９件

（１０４件）

（７６件）

（３５件）

（１４件） １５



平成２１年度 幼稚園就園奨励費補助の概要
２１年度要求額 ２４，７６３百万円（20年度予算額 19,212百万円）

事業の概要
保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減等することを目的として、保育料等を軽減する「就園奨励事業」

を実施している地方公共団体に対して、国が所要経費の一部を補助する。 （ 補助率：１／３以内 ）

(1) 私立幼稚園の補助単価の引き上げ【６％増】(1) 私立幼稚園の補助単価の引き上げ【６％増】

２１年度要求のポイント

保護者負担の一層の軽減等を図るため、私立幼稚園における補助単価を引き上げる。

Ⅰ 生活保護世帯・市町村民税非課税世帯 146,200円 → 155,000円 ( 8,800円増)
Ⅱ 市町村民税所得割非課税世帯 110,800円 → 117,400円 ( 6,600円増)
Ⅲ 市町村民税所得割課税額( 34,500円以下)    84,200円 → 89,300円 ( 5,100円増)
Ⅳ 市町村民税所得割課税額(183,000円以下)    59,200円 → 62,800円 ( 3,600円増)

※保育料から補助単価を差し引いた額が保護者の実負担額（保育料の全国平均は294,000円）

(2) 第２子以降の優遇措置の拡充(2) 第２子以降の優遇措置の拡充

第２子以降の保護者負担割合の引き下げ【0.5／0.０】

利用者や施設の視点に立って幼稚園と保育所の一層の連携強化を図るため、第１子の保護者負担割合を[１．０]とした
場合の第２子以降の保護者負担を軽減するため，第２子[０．５]、第３子以降[０．０]まで保護者負担割合を引き下げる。

第２子 ０．７ → ０．５
第３子以降 ０．２ → ０．０

第２子 ０．９ → ０．５
第３子以降 ０．８ → ０．０

第１子の保護
者負担割合を
1.0とした場合

兄・姉が幼稚
園児の場合

兄・姉が小１
～３の場合 第１子

[1.0]
第２子
[0.5]

第３子～
[0.0]
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発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業

教員研修外部専門家（医師・大学

教員・心理士等）による学
校への巡回・派遣指導

地域住民への
理解・啓発

発達障害教育情報センター発達障害教育情報センター
（（独）国立特別支援教育総合研究所に設置）（（独）国立特別支援教育総合研究所に設置）

特別支援学校特別支援学校
（センター的機能）（センター的機能）

特別支援連携協議会
（教育と福祉ネットワークの
協働）

特別支援教育推進地域特別支援教育推進地域

学生支援員の活用

発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため、各種教員研修、外部専門家の巡回・派遣、厚労省との連携による
一貫した支援を行うモデル地域の指定などを実施することにより、学校（幼小中高特）の特別支援教育を総合的に推進する。

文 部 科 学 省 厚生労働省連携

４７都道府県で実施

障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導、支援の実現
（「個別の教育支援計画」、「個別の指導計画」の作成等）

教育
労働

その他

福祉

医療

保健

グランドモデル地域グランドモデル地域

【【乳幼児期から成人期に至るまで一貫した支援乳幼児期から成人期に至るまで一貫した支援】】

地域支援事業、
就労支援事業等

校内研修に活用できる
講義コンテンツの配信

など

発達障害者
支援ｾﾝﾀｰ

ハローワーク
など

発達障害情報
センター
（厚労省H19～）

連
携

（厚労関係機関からの支援）

発達障害支援機器
の実践的調査研究

教員養成大学等の学生
による学校の支援

幼稚園・高等学校を含め、
学校への助言・援助機能
を強化。

幼・小・中・高の教員、管
理職、支援員、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
等への研修に拡充

平成20年度予算額 503百万円

平成21年度概算要求額 806百万円

相談支援ファイルの活用
（保護者が持ち関係者間で一
貫した情報を共有）

保健、福祉、医療機
関との連携協議会
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基本的方向３：教養と専門性を備えた知性豊か基本的方向３：教養と専門性を備えた知性豊か
な人間を養成し、社会の発展をな人間を養成し、社会の発展を
支える支える



大学教育の充実と大学の機能別分化

【
現
状
と
課
題
】

○学生の知識・学習
習慣の不足

○学生の学習意欲
の不足

【
対
応
の
方
向
性
】

○補完教育の充実
○優良なテキスト・

教材の開発
○学生の自主的な

活動の推進

○実践的人材の産
業界からの登用

○インターンシップ
の充実

○大学の戦略に基
づく大学間の連携
・共同の取組

○大学の戦略に基
づいて資源投入の
重点化

○法科大学院間の
連携・協同による
教育水準の高度化

【
具
体
の
取
組
施
策
】

○国際的に卓越した
教育研究を実施す
る大学院専攻の形
成

・「グローバルCOEプロ
グラム」（345億円）

○産学連携によるスペ
シャリスト等人材育成

・「先導的ITスペシャリスト
育成 」（10億円）

・「高度実践型理工系ｽﾍﾟｼｬ
ﾘｽﾄ育成」（15億円）

○国公私を通じた主体的な教育の質
保証の優れた取組等への重点支援
等

・「学士力確保と教育力向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（96億円）
・「組織的な大学院教育改革推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（90億円）

・「学生の社会性の向上に向けた支援・指導の
推進プログラム」（35億円）

○ＯＥＣＤの高等教
育における学習成
果の評価への参加

○大学間のコンソーシアムによる優れた教育の実現

○一部国立
大学博士課

程の定員減

○高等専門
学校の高度
化再編

○大学の限られた
資源が有効に活
用されていない

○各授業、カリキュラムが
体系的ではない（受け手
の学生において総合化）

○成績管理・評価が教員
任せ

○社会のニーズに
対応した実践的な
教育内容が不足

○我が国の大学の
教育研究について
の国際的な評価が
高くない

○分野別・形態別の
教育活動の認証が
行われていない

○大学本部によるカリキュラ
ム関与の強化

○教養教育についての履修
コースの設定

○大学院教育についてコー
スワークの充実等

○世界レベルの
教育研究拠点の
重点的な整備

（特に米国に比
肩しうる大学院
教育の実現）

○大学関係者による
主体的な分野別・形
態別の教育の認証
活動の奨励

○基盤的経費による支援 ・国立大学法人運営費交付金（特別教育研究経費） ・私立大学等経常費補助金（特別補助）

○教員の教育力向上の推進
○成績評価の厳格化

・「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 （80億円）
・「法科大学院教育水準高度化事業」（5億円）
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○学士力の確保や教育力向上のための各大学の実践を促し、
達成目標を明確にした効果的な優れた取組を支援

○教育の質保証のための以下の事項に関する取組を公募
・テキスト・教材等の開発・作成 ・単位の実質化にむけた学習支援
・成績評価の厳格化 ・総合的な英語学習
・新入生の補完教育 ・教職員の職能開発 など

○総合的な取組に対しては、「特別推進枠」を設け重点支援
○公募に際し、各大学は取組毎に達成目標を設定し、達成状

況を評価
○選定取組については、広く社会に情報提供

事業内容

新規公募：２００件程度
補助金額：年間２千万円以内

特別推進枠は年間４千万円以内
支援期間：３年間以内
審 査：有識者・専門家等で構成される選定委

員会で審査

対象

学士力の確保や教育力向上のための各大学の取組を支援

必
要
性

【教育振興基本計画（平成20年7月閣議決定）】：「学士課程で身に付ける学習成果（「学士力」）の達成等を目指し，各大学
等において教育内容・方法の改善を進めるとともに，厳格な成績評価システムを導入するよう優れた取組を支援する。また，
教員の教育力の向上のための実効ある取組を全大学等で展開していくよう優れた取組を支援する。」

学士力確保と教育力向上プログラム
平成２１年度要求額 ９６億円(新規)

○中教審「学士課程教育の構築に向けて」等を踏まえ、各大学における学士力の確保や教育力の向上が必要
「大学全入」時代を迎え、学生の知識・学習習慣・学習意欲の多様化に対応する必要
教育の質保証を行うため、優良なテキスト等の開発、成績評価の厳格化、教員の教育力向上等が重要

○社会の発展を支える、教養と専門性を備えた知性豊かな人間を育成することが重要

大学、短期大学、高等専門学校

事業規模等

◆我が国の大学等における教育の質保証の取組の具体化・実質化、改善・充実を図る
◆各取組における達成目標の設定と達成状況の評価を通じて、本プログラムの達成度を評価
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≪期待される効果≫

平成21年度概算要求額 345億円
(平成20年度予算額 340億円)

グローバルＣＯＥプログラムグローバルＣＯＥプログラム

各分野ごとに
10～15拠点程度

各分野ごとに
10～15拠点程度

生命科学（13)
化学・材料科学（13）
情報・電気・電子（13)
人文科学（12） …平成19年度

医学系（14）
数学・物理学・地球科学（14）
機械・土木・建築・その他工学（14）
社会科学（14） …平成20年度

【採択分野】

学際・複合・新領域
平成19、20年度：12拠点
平成21年度 ：10拠点程度

※（ ）内 既採択拠点数

１９年度２０ ２１ ２２ ２３ ２４・・・・
（63) (68) 10

程度

「21世紀ＣＯＥプログラム」（平成14年度開始、274拠点を支援）の成果を踏まえて平成19年度より開始。
● 国公私を通じた第三者評価による競争原理の導入
● 国際的に卓越した教育研究拠点の形成をより重点的に支援（150拠点程度）
● 国内外の大学・機関との連携強化を促進
● 優れた若手研究者の育成機能の強化（博士課程学生の経済的支援等）

≪趣旨・目的≫

● 事業概要

≪２１年度概算要求≫

教育振興基本計画（平成20年７月閣議決定）：博士課程後期課程の学生を含む優れた若手研究者の育成機能の強化や

国内外の大学・機関との連携強化等を通じて国際的に卓越した教育研究拠点の形成を支援する。

対象：大学院研究科専攻等（博士課程レベル）

※ 国内外の大学等と連携した拠点形成も可
支援規模・期間等：

補助金額：年間５億円まで（間接経費30％）
支援期間：５年間（中間・事後評価を実施）

審査実施主体：「グローバルＣＯＥプログラム

委員会（委員長：野依 良治）」
公募の範囲・採択件数：全分野の拠点形成計画
採択件数： 平成19年度 63件（28大学）

平成20年度 68件（29大学）

国際的に卓越した教育研究拠点の形成を重点的に支援

● 国内外の大学・機関との連携、高度な若手研究者の育成機能を有する
国際的に魅力ある卓越した教育研究拠点の形成

● 平成19年度採択拠点に厳格な中間評価を行い、結果に応じて平成22年度以降の補助金を重点配分
● 国際的に卓越した教育研究拠点として真に将来の発展が見込まれるものに絞って選定
● 優れた高度人材の受け入れを通じて、今後検討される「高度人材アクションプラン」に貢献
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２．入試・入学・入国の入り口の改善２．入試・入学・入国の入り口の改善

～日本留学の円滑化
～○大学の情報発信強化

○渡日前入学許可の推進

○各種手続きの渡日前決定促進

○大学の在籍管理徹底と

入国審査等の簡素化 など

４．受入れ環境づくり４．受入れ環境づくり
～安心して勉学に専念できる環境への取組み～

○渡日1年以内は宿舎提供を可能に

○国費留学生制度等の改善・活用

○地域・企業等との交流支援・推進

○国内の日本語教育の充実

○留学生等への生活支援 など

５．卒業・修了後の社会の受入れの推進５．卒業・修了後の社会の受入れの推進
～日本の社会のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化～

○産学官が連携した就職支援や起業支援

○在留資格の明確化、在留期間の見直しの検討等

○帰国後のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの充実 など

外務省外務省

法務省法務省

経済産業省経済産業省

厚生労働省厚生労働省

国土交通省国土交通省

文部科学省文部科学省

☆ 「グローバル戦略」展開の一環として2020年を目途に留学生受入れ30万人を目指す。

☆ 大学等の教育研究の国際競争力を高め、優れた留学生を戦略的に獲得。

☆ 関係省庁・機関等が総合的・有機的に連携して計画を推進

ポ
イ
ン
ト

○積極的留学情報発信

○留学相談強化

○海外での日本語教育の充実など

～日本留学への動機づけ
とﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの展開～

１．日本留学への誘い１．日本留学への誘い

大大 学学 等等
海外拠点海外拠点 在外公館在外公館

独立行政法人独立行政法人
海外事務所海外事務所

連携連携

母国で入学
手続きを
可能に！

３．大学等のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進３．大学等のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進
～魅力ある大学づくり～

○国際化拠点大学(30)の
重点的育成

○英語のみによるコースの拡大

○ﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰ、短期留学等の推進

○大学等の専門的な組織体制の強化

など

企 業 地 域連携 連携

連携
支援

留 学

帰 国

就 職

情報発信

宿舎

連携

宿宿 舎舎 奨学金奨学金交流支援交流支援日本語日本語 生活支援生活支援

「留学生３０万人計画」骨子の概要

留学生の
雇用の促進

情報
発信

母国であらゆる
留学情報の入手
を可能に！

国際色豊かな
キャンパスに

総合的
有機的
連 携
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大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム
(平成20年度予算額 30億円）
平成21年度要求額 80億円

○将来目標や連携効果などを含む具体的な「大学間連携戦略」を策定
○大学、短期大学、高等専門学校が連携して行う取組を対象
（自治体、学協会、大学団体等との連携を推進）

○分野・形態に応じた教育内容・方法の開発や地域と一体となった
地域活性化、人材養成を展開・充実

事業内容

支援件数：１１０件（うち新規採択７０件）
申請区分：総合的連携型（地元型／広域型）及び

教育研究高度化型
補助金額：１件あたり年間５千万円もしくは１億円以内
支援期間：３年間以内
審 査：有識者・専門家等で構成される選定委員会で
審査

事業規模等

大学等の教育研究活動や大学運営等の連携協同

全国各地域や分野・形態に応じた多様で特色ある大学間の連携取組（教育研究、地域貢献、人材養成）が展開・充実
分野・形態に応じた質保証のためのベンチマークづくりや、大学コンソーシアム等の形成に寄与

○各大学の教育研究資源の有効活用、大学の機能別分化を推進、個性・特色ある複数大学間の連携強化
○中教審「学士課程教育の構築に向けて」等を踏まえた教育活動の質保証強化を図るための大学間連携を推進

大学間相互の自主的な質保証の活動を推進

大学教育充実のため、国公私を超えた大学間の戦略的な連携の取組を支援

必
要
性

◆連携による教育の質保証強化への取組を重点支援

◆分野・形態に応じた教育の質向上の取組、地域と一体となった人材養成の取組において、標準コアカリキュラム
の作成、共通テキスト・教材の作成、相互認証等での連携を推進

【教育振興基本計画（平成20年7月閣議決定）】 全国各地域において，大学間の連携により，各大学等の教育研究資源を有効に活用し，
地域貢献等を推進するための取組が充実したものとなるよう支援する。

平成２１年度概算要求のポイント
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「経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月）」や「社会保障の機能強化のための緊急対策～５
つの安心プラン～（平成２０年７月）」に基づき、医師不足問題に対して確実に実行することが必要であ
るため、緊急に医師養成数を過去最大程度まで増員し、医師不足分野の医師の養成や地域医療の充実のた
めの取組を行う大学等に対して支援。

平成２１年度概算要求額１８５億円（新 規）

事事 業業

Ｓ５７（ピーク時定員）
８，２８０名

Ｈ１９（抑制後定員）
７，６２５名

過去最大程度まで
増員

（参考）医師養成数の経緯

教育環境整備事業、
地域医療等貢献プ

ログラム

大
学
は
各
段
階
を
通
じ
て
地
域
医

療
を
担
う
医
師
等
を
輩
出

◇入学定員増に伴う教育環境の
整備の構築

◇地域医療や医師不足分野に
おける医師養成プログラムの
構築

◇小児科・産科医療等地域が求め
る医療に関する教育環境の整備

◇医師不足分野に係る女性復帰支
援

◇助産師養成環境の整備

医療人養成の場、地域医療の発信元

医師不足が顕在化し深刻な社会問題となっており、これまで、関係省庁が連携して「新医師確保総合対
策（平成１８年８月）」や「緊急医師確保対策（平成１９年８月）」を策定し緊急臨時的な医師養成数の
増加等に取組んできたが、未だに医師不足は解消されず更なる医師確保のための緊急対策に取り組むこと
が必要。

背背 景景

産科・小児科等
人材養成環境整

備 事業

医師不足対策人材養成推進プラン
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「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」の推進

■「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１８～２２年度）のポイント

・「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」に基づき、重点的・計画的整備の推進。
・安全・安心な教育研究環境を確保するため最重要課題として耐震化等の老朽再生整備を図る。
・イノベーションを創出する若手研究者等の人材養成や国際競争力強化のための世界トップレベルの 教育研究拠点の形成等に係る事
業を推進。

・大学附属病院の再開発整備についても、引き続き着実に計画的な整備を図る。

・「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」に基づき、重点的・計画的整備の推進。
・安全・安心な教育研究環境を確保するため最重要課題として耐震化等の老朽再生整備を図る。
・イノベーションを創出する若手研究者等の人材養成や国際競争力強化のための世界トップレベルの 教育研究拠点の形成等に係る事
業を推進。

・大学附属病院の再開発整備についても、引き続き着実に計画的な整備を図る。

■平成２１年度における整備方針

⇒ 所要経費：約1兆2,000億円

基 本 方 針

・老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化の解消を図り、人材養成機能を
重視した基盤的施設及び卓越した研究拠点（教育研究基盤施設）の再生を図る。

・大学附属病院については、先端医療の先駆的役割などを果たすことができるよう、引き続き計画的な整備を図る。

整 備 目 標

Ⅰ．教育研究基盤施設の再生 ①老朽再生 約４００万㎡
②狭隘解消 約 ８０万㎡

Ⅱ．大学附属病院の再生 約 ６０万㎡

◎整備需要：約１，０００万㎡ ⇒ 緊急に整備すべき対象に重点化 整備目標：約 ５４０万㎡

システム改革の推進

・国立大学等が取り組むシステム改革を一層推進する。
： 全学的視点に立った施設運営・維持管理、ｽﾍﾟｰｽの弾力的・流動的な活用等
： 寄附・自己収入による整備、産業界・地方公共団体との連携協力等

施 設 ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ
新 た な 整 備 手 法

１ 人材養成機能を重視した基盤的施設の整備
２ 卓越した研究拠点の整備
３ 先端医療に対応した大学附属病院の整備

（２０年度当初予算 ９２１億円）
（２０年度補正予算 ６７７億円）

２１年度要求 １，３５５億円

２５



基本的方向４：子どもたちの安全・安心を確保基本的方向４：子どもたちの安全・安心を確保
するとともに、質の高い教育環するとともに、質の高い教育環
境を整備する境を整備する



学校耐震化等の安全・安心な施設環境の構築

耐震化

公立小中学校

・耐震診断実施率

９３．８％

・耐震化率 ６２．３％

（H20．4．1現在）

今後、約４万８千棟の耐震化が必要

そのうち、地震により倒壊等の危険

性が高い学校施設（Ｉｓ値０．３未満）

が約１万棟あると推計

このような現状を受け

IsIs値０値０..３未満（倒壊等の危険性高い）（約１万棟）３未満（倒壊等の危険性高い）（約１万棟）

→今後５年を目途に耐震化（５年間のうちできる限り早期の耐震化を市町村
に要請） （生活安心プロジェクト、教育振興基本計画等） 《重点的に国庫補助》

Is値０.３以上（倒壊等の危険性有り）（約３万８千棟）
→速やかに耐震化を推進 《市町村の要望に応じ国庫補助》

地震防災対策特別措置法の改正等により講じた加速策（平成20年6月）
①Iｓ値0.3未満の施設の耐震化への国庫補助率の引き上げ、地方財政措置の拡充

②耐震診断の実施と、診断結果の公表を義務づけ
③技術者の確保

①Ｉｓ値０．３未満の施設の耐震化事業前倒しに必要な予算の拡充①Ｉｓ値０．３未満の施設の耐震化事業前倒しに必要な予算の拡充
②Ｉｓ値０．３以上の施設の耐震化②Ｉｓ値０．３以上の施設の耐震化 ((天井材や照明器具の落下、ｶﾞﾗｽ飛散防止のための改修もあわせて推進天井材や照明器具の落下、ｶﾞﾗｽ飛散防止のための改修もあわせて推進))
③③新増築への負担金、エコスクール、体育・学校給食施設等の整備助成のための予算の確保新増築への負担金、エコスクール、体育・学校給食施設等の整備助成のための予算の確保
④補助単価の改善④補助単価の改善

平成２１年度概算要求に向けての公立学校施設助成予算全体の拡充

（１９年度補正予算 １，１３８億円）
（２０年度当初予算 １，１５０億円）
２０年度補正予算 １，１３９億円
２１年度要求 １，９３５億円

○耐震補強とあわせた大規模改造を推進

○エコスクールや屋外教育環境の整備、木材利用の

推進

○児童・生徒急増地域における教室不足への対応

○特別支援学校の児童・生徒増に伴う狭隘化への

対応

○学校統合に伴う施設整備

○体育施設、学校給食施設、高校の産業教育施設

の整備

老朽化への対応老朽化への対応

安全性の確保安全性の確保

○アスベスト対策、学校施設の安全対策、バリアフ

リー化

○食の安全の確保（学校給食施設のドライ化）

基本的教育条件整備基本的教育条件整備

２７



「子ども安心プロジェクト」「子ども安心プロジェクト」

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 1,854百万円（1,715百万円）

「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」の改訂 50百万円（新 規）

教職員向け安全教育資料の作成・配布 36百万円（28百万円）

防災教育教材の作成・配布 14百万円（22百万円）

スポーツ施設等安全管理推進事業 13百万円（23百万円）

交通安全教育推進事業 9百万円（11百万円）

防犯教室の推進 26百万円（31百万円）

学校施設の安全対策推進事業 4百万円（7百万円）

地域で子どもを見守る全国ネットワークシステムの運用 15百万円（15百万円）

学校内外における子どもの安全を脅かす事件、事故や自然災害が発生していることから、
地域社会全体で子どもの安全を見守る体制を整備するとともに、子ども自身に危険を予
測・回避する能力を習得させる安全教育を支援するなど学校安全の取組を推進する。

２８



学校教育情報化推進総合プラン

「ＩＴ新改革戦略」等に基づき、学校教育の情報化を総合的に推進

（平成２０年度予算額 ４６６百万円)

平成２１年度要求額 ６４６百万円

「ＩＴ新改革戦略」に
掲げる政策目標

これらの目標を実現する
ために、国として所要の施
策を総合的に推進

学校のＩＣＴ環境の整備

情報モラル教育の推進

校務の情報化の推進

ＩＣＴ教育の充実

教員のＩＣＴ指導力の向上

高度ＩＣＴ人材の育成

○先導的教育情報化推進プログラム
・先導的かつ効果的な取組みに関する実践的な調査研究を実施。

○教育情報化総合支援モデル事業（拡充）
・教員のサポート体制や計画的な環境整備等、教育の情報化を計画的かつ

組織的に進める地域の取組みを支援する。
実施箇所数：１０地域（拡充５地域） ・指定期間：３年間

○教育の情報化推進のための調査研究事業
学校教育の情報化に係る諸課題についての調査研究を実施。
・教育の情報化に関する検討会

学習指導要領下における「情報教育」実施上の諸課題の解決を目指した指
導事例の収集・開発等を実施。

○学校における情報モラル等教育の推進事業（新規）
・情報モラル専門員を地域に派遣し、指導主事及び教員と連携した情報モラル
指導のモデルを確立する。
・指導主事等を対象とした情報モラル教育の研修を実施し、新学習指導要領
における情報モラル教育が確実に実施されるよう教員の指導力の底上げを図
る。
・情報モラル教育のための子ども用教材を作成する。

○ＩＣＴ人材育成プロジェクト
高度ＩＣＴ人材の育成を目的とした短期集中講座等を実施。

２９



多様な人材を育む私学の支援

私立大学等経常費補助の充実

私立高等学校等経常費助成費等補助の充実

私立学校施設・設備の高度化・高機能化の支援

私立大学は、教育の機会均等の確保や特色ある教育研究の展開に大きく貢献している。
教育研究活動を支える経常費補助金の確保、教育の質保証、地域貢献など教育研究活動への積極的な取組に対する
支援、定員規模の適正化や他機関の資源の活用など経営改善努力に対する支援などを行うことにより、私立大学等に
おける教育研究活動の充実を図る。

私立高等学校等の教育研究条件の向上や保護者負担の軽減を図るとともに、各学校の特色ある取組を支援するため、
経常費への助成の充実を図る。

私立学校施設における耐震化等防災機能の強化を図るとともに、私立大学における研究機能の高度化、イノベーション
創出に向けた教育研究設備の整備の充実や低炭素社会に対応した私立学校施設の整備の推進を図る

＜過去＜過去55年間の予算額推移＞年間の予算額推移＞ （単位：億円）

312214228242268私立学校に対する施設・設備費補助等

1,0691,0391,0391,0391,034私立高等学校等経常費助成費等補助

3,3193,2493,2813,3133,293私立大学等経常費補助

21年度概算20年度19年度18年度17年度

３０



奨学金事業の充実

平成21年度概算要求 日本学生支援機構奨学金事業
（６．７万人増）貸 与 人 員：１２８．６万人
（５６２億円増）事業費総額：９，８６７億円

無利子奨学金事業
◇新規貸与人員の増

1.1万人（残存適格者（2.2万人）を2年計画で解消）

◇新たな貸与月額の創設
大学等3万円、修士5万円、博士8万円、高専1万円（学生の希望により選択）

有利子奨学金事業
◇新たな入学時増額貸与額の創設

10万円、20万円、30万円、40万円、50万円から選択 （現行30万円のみ）

314億円(76億円増)◇学生の返還負担軽減のために必要な利子補給金の措置

区 分 無 利 子 奨 学 金 事 業 有 利 子 奨 学 金 事 業

貸 与 人 員 ４７．９万人 （1.1万人増） ８０．７万人 （5.7万人増）

事 業 費 ２，８３５億円 （42億円増） ７，０３２億円 （520億円増）

政府貸付金及び高等学校等奨学金事業交付金 （財政融資資金）うち一般会計・ （ ）

， （ ）財政融資資金 １，０６１億円 （25億円増） ６ ２０２億円 1,661億円増

､大学・短大、高専、大学院、 大学・短大、高専 、大学院（４・５年生）
対 象 学 種 専修学校専門課程 専修学校専門課程

※高等学校・専修学校高等課程は平成17年度入学者から順次都道府県へ移管

学生が選択 学生が選択
３、５、８、１０、１２万円貸 与 月 額 （私立大学自宅外通学の場合）３、６.４万円 (大学等の場合)

※下線部は新たな貸与月額

①高校成績が３．５以上 ①平均以上の成績の学生
学 ②大学成績が学部内において ② 特定の分野において特に優秀な
力 上位１／３以内 能力を有すると認められる学生

貸与基準 ③学修意欲のある学生

家 ９９８万円以下 １,３４４万円以下
【私大・４人世帯・自宅・給与所得者の場合】 私大・４人世帯・自宅・給与所得者の場合】計 【

（元利均等返還）返 還 方 法 卒業後２０年以内 卒業後２０年以内

上限３％（在学中は無利子）

（ ）貸 与 利 率 無 利 子 学生が選択 利率は平成20年9月貸与終了者

利率見直し方式 利率固定方式
１．０％ １．６％（ ）５年毎

※無利子貸与事業には高等学校等奨学金事業交付金分（291億円、12.6万人相当）を含む。

教育費負担軽減の観点から、意欲と能力のある学生等が経済的にも自立し安心して勉学に
励めるようにするとともに、教育の機会均等及び人材育成の観点から、経済的理由により

修学に困難がある学生等を支援するため、奨学金事業の更なる充実を図る。

　　（注）1.平成17年度入学者から都道府県で実施している高等学校等奨学金事業交付金分（H21：126千人相当、291億円）を含む。
           2.計数は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
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